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■なぜ、ウェブのアクセシビリティなのか

山田　　今日はウェブのアクセシビリティに関して、こ
れからわれわれが何をすべきかということについて議論
したいと思います。まず、関根さん、今なぜウェブにつ
いてアクセシビリティが重要なのかについて説明してい
ただけますでしょうか。

関根　　これは、多様な方たちがホームページをご覧に
なるのだということが理解されてきたからだと思います。
これまでホームページを読む人というのは、ITに詳し
い比較的若い方が中心だと思われがちだったのですが、
現実には自治体のサイトも企業のサイトも、ご覧になっ
ている方には初心者も高齢者もいる。子どもも、日本に
住んでいる外国人も、さらに障害をもつ方もいるという
ことで、実は多様な方たちが見るインフラだということ
が認識されてきました。企業にとって、最初からユーザー
層のターゲットを絞ってしまうことは顧客層を狭めてし
まうことになるし、さらに自治体や電子政府などに関し
ていえば、使えない人たちが増えるとコストがかかると
いうことがあります。ウェブのアクセシビリティを高め
ることによって、顧客の満足度を上げることができるし、
使えない人を極力減らしていくことが可能だと理解され
てきたからではないかと思います。

中村　　付け加えて言います。７年ぐらい前ですとウェ
ブの利用者はかなり限られていました。利用形態も、ソ
フトウェアをダウンロードする、情報を提供する、公共
機関がもっている情報を広報する、情報を一方的に利用
者に届けるというようなものに限られていました。最近
では、インターネット──ここではあえてウェブと言い

ますが──ウェブを使ってオンラインバンキングを行
う、チケットの予約を行うといったように、ウェブはサー
ビスを提供するためのある種のインフラになりつつあり
ます。単純な広報手段であるなら、仮にウェブにアクセ
スできなかったとしても、CD-ROMでデータが送られ
てくるとか、あるいは広報紙のように紙で配られていれ
ば、それを読めばいいというように別のルートがありま
した。しかし今のようにサービスの提供手段ということ
になってくると、代替手段がない。よく例にあげるので
すが、航空会社やホテルは、今やウェブだけに限定した
料金を広く出しています。それはウェブでなければ予約
ができない料金体系で、ある大手の都市ホテルの場合、
仮に事情はわかっても「ウェブからの予約でないと、そ
の料金で泊めるわけにはいかない」と言っているところ
もあります。となるとウェブにアクセスできないと、即
座に経済的不利益を被るという事態が発生してきます。
何らかの理由でウェブにアクセスできないと経済的な不
利益まで被るのだとしたら、これはもう好き嫌いの問題
ではなく、社会的に何らかの形で保障しなければならな
い問題です。もちろん社会的なシステムとして、広い意
味で言えば代替手段を用意するということですが、ウェ
ブの中で解決するとすれば、まずウェブのアクセシビリ
ティを高めることだと思います。
　もう一つ問題点を指摘すると、もともとコンピュー
タをネットワークでつないで形成されたインターネッ
トの上で培われてきた技術がウェブ技術、細かくはホー
ムページを形成する技術なわけですが、これが単にイン
ターネットで情報を提供したりウェブを作ったりするだ
けではなくて、たとえば機器のユーザーインタフェース
に使われたり、電子政府のキオスク型機器のコントロー
ルソフトに使われるといったような形で、ウェブ技術そ
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のものが、広くいろいろなサービスの基本技術として利
用されるようになってきた。そうすると、ウェブで起き
たことが他のありとあらゆるところで起きてくる可能性
がある。したがって、ここでウェブ技術そのものを含め
たウェブのアクセシビリティというものを、検証してお
かなければならない時期だろうということがあると思い
ます。

山田　　僕も関根さん、中村さんとほとんど同じ考えで
す。中村さんの最後の部分に具体的な事例を一つ付け
加えますと、総務省が発行している『情報通信白書』とい
うCD-ROMをパソコンに挿入しますと、自動的にイン
ターネット・エクスプローラが起動して最初のページが
開きます。そこで「第１章」をクリックすると、第１章が
表示されるようになっていて、オンラインではなくオ
フラインで単にCD-ROMを読むという作業をしようと
思っても、そのときのインタフェースはウェブ技術を利
用したものになっているということがあります。単純に
インターネット上のホームページの読みやすさを改善す
るということではなくて、汎用的なサービスのプラット
フォームとしてウェブが使われるようになっているとい
うことが重要だと思います。
　この前、国立国語研究所が外来語の日本語への置き換

えを提唱しましたが、「アクセシビリティ」というのは、
「利用できるようにすること」という日本語が一番わかり
やすいと思います。世の中にはいろいろな人がいて、た
とえば視力にしても、ちょっと見にくいけれど眼鏡なし
でも何とか見える人、眼鏡なしではほとんど見えない人、
あるいは全盲の人、色がわかる人、わからない人、さま
ざまな方がいるわけです。そういう人たちの誰が見ても
わかりやすい、使いやすい、利用できる画面、ウェブを
提供する。できるだけ広い範囲の人がウェブを利用した
情報の入力や出力ができるようにするというのが、おそ
らく外来語のアクセシビリティをうまく表現したものだ
と思います。ただ、それを言うと長くなりますので、こ
の対談では「アクセシビリティ」という用語を使いたいと
思います。

関根　　「なぜアクセシビリティが必要か」と聞かれたと
きによく話すのですが、日本の人口構成が完全に変わっ
てきているということが背景にあります。2005年には
成人人口の50％が50歳を超えるといわれています。納
税者、有権者、消費者の半分が50歳代以上という、世
界の歴史が始まって以来経験したことのない高齢社会に
日本はなっているのに、インフラであるウェブサイトが
50歳以上の人たちに読めないようになっていたらどう
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なるでしょう。アクセシビリティは法律や良識の観点か
ら語られることももちろんありますが、市場の問題でも
あります。企業側からすれば、アクセシビリティを無視
することは最もおいしいマーケットを失ってしまうこと
になります。ユーザビリティの本にはよく書いてある話
ですが、これまでの企業とユーザーの関係では、ユーザー
がお店に行って商品を見て、お金を払って買ってしまえ
ば、もしそれが使えなかったとしても企業の勝ちなわけ
です。ところがウェブサイトで物を買うようになれば違
います。ユーザーはいくつかの企業でまず情報を得てか
ら、お店に行こうとします。この段階で企業のウェブサ
イトがアクセシブル、ユーザブルでなかったら、ユーザー
はそこから情報を得ようとはしません。他の企業に逃げ
るだけです。本来、企業は顧客をつかむためにウェブで
情報を出しているのですから、そのためにも情報を誰に
でもアクセシブルに出さなければならないということを
理解すべきです。世の中の情報提供のあり方というのが、
ウェブ以前と以降とでは根本的に変わってきています。
それを理解している企業は、ウェブのアクセシビリティ
にも熱心に取り組んでいます。

■アクセシビリティの技術的側面

山田　　ウェブによる情報の入出力を誰にでも利用可能
なようにするということについては、いま日本工業規
格（JIS）の作成が進んでいます。中村さんはその委員会
に委員として参加されているわけですが、今どういう進
み具合なのか、それからそもそもウェブのアクセシビリ
ティを確保するというのは、技術的にはどういうことを
考えているのかを簡単にご紹介していただけますか。

中村　　細かいことはいろいろあるのですが、ごくざっ
くりと総論的な話をしますと、ウェブのアクセシビリ
ティを確保することについては、インターネットの事実
上の技術的標準を決めているアメリカを中心とした団体
W3C（World Wide Web Consortium）が、ワーキング

グループとしてWAI（Web Accessibility Initiative）を
作って何年も議論し、いくつかのガイドラインを出して
います。1999年に最初のガイドライン──当初の段階
では、視覚障害者が視覚的なインタフェースを特徴とし
ているインターネットのウェブサイトをどう理解し、自
分に必要な情報を得ていくのかという観点から、守るべ
きことが網羅的に書かれたガイドライン──が作られた
わけです。これがさまざまに波及し、ヨーロッパやアジ
アなど他の諸国にもインパクトを与えて、WAIのガイ
ドラインをもとに同様のガイドラインが作られたり、日
本でもその翻訳を主とする旧郵政省のガイドラインが作
られたりしてきたという流れがあります。
　基本的にそれに沿って、ウェブの中のHTMLをベー
スにした部分を作成すれば、それを満たさないものより
はるかに多くの人がアクセスすることができるものにな
ります。ただ、ウェブ自体がもっている多様性、たとえ
ばサービス内容や言語の多様性、そういったものすべて
について満たしているかと言うと、必ずしもそうではな
い。現実にウェブを組み上げていく、一つのサイトにし
ていくなかで、いくつかの異なる技術的な問題点もあっ
て、必ずしも実現方法が単一なものではない。そういう
こともあって、すべてのウェブを100%アクセシブルに
するのはなかなか難しいということが指摘されています。
　そういう状況を反映して、アメリカではリハビリテー
ション法508条ができて、ここで一定程度アクセシブル
なウェブを作るための項目が法律として盛り込まれたり、
あるいはヨーロッパでは、欧州委員会がWAIのガイド
ラインをもとにしたEU各国それぞれのガイドラインを
作るという目標を掲げたりしているわけです。日本では、
アクセシビリティのガイドラインをJISの形で標準化し
ようとしています。JISの特徴として、特に公的機関に
遵守義務に近いものが発生しますので、そういったこと
で一気に前に進めようということです。現在、そのドラ
フトを作成中であり、年度内に策定したいという動きに
なっています。
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関根　　一般に言われていることがいくつかあります。
たとえば画像のところにはALTという属性を付けて、
一体その画像がどういう内容を示しているかがきちん
とわかるようにしましょうと言っています。リンクも
リンク先に関するALT情報がないと、特に耳で聞いて
いる全盲の方には、次のリンクに何があるか全くわか
らなくなってしまいます。ですから、これは必ず入れて
くださいとお願いしています。それからこれは日本的な
配慮の一つですが、「日本語のページで外国語の乱用は
せず、できるだけ誰でもわかるように配慮しましょう」。
たとえば「Information」というグラフィクスアイコンの
ALTは英語のままではなく、カタカナで「インフォメー
ション」と入れておいてください。また、漢字熟語の間
にスペースをいれないでください。「山田」を「山　田」
としてしまうと視覚障害者が耳で聞くと全然違ってしま
いますので。それから色弱の方、赤緑色盲の方もいらっ
しゃいますので、緑の上に赤の字を載せるというような
ボタンの作り方はしない。またシニアの方にもわかるよ
うに、コントラストをつける。たとえばグレーの上に黄
色の文字を入れると、白内障の方には読めません。タイ
トルに関しても、何ページも同じタイトルにしてしまい
ますと、視覚障害の方には区別がつきにくくなりますの
で、タイトルがきちんとわかるようにする。また、本当
は「Table（表）はレイアウトのためだけには使わない」と
WAIのガイドラインにも入っているのですが、これは
日本では難しいところもあります。Tableタグを使った
としても、ちゃんと音声ブラウザで読み上げられるよう
に配慮して作ってください。このようなガイドラインが、
各社、各自治体で作られてきています。内容は少しずつ
違いますが、基本的にはアクセスする方が音声ブラウザ
を使っていたり、モノクロのディスプレイを使っていた
り、小さなPDAでご覧になっていたりしても、きちん
と情報が流れるようにしましょうということですので、
それほど大きな差はないのではないかと思います。

■人間の情報行動から情報をデザインする

山田　　今の表（Table）の話には、実は重要な問題があ
ります。日本で最大の検索サイトに天気予報のページが
あって、そのページに行くと今日から何日間かの天気が
出ているのですが、たとえば横方向に　８月15日　８
月16日　８月17日……とあって、次の行に晴とか雨と
か曇りとか書いてあって、その次の行に最高気温や最低
気温が並んでいます。それを音声で読み上げると、「ハ
チガツジュウゴニチ　ハチガツジュウロクニチ　ハチガ
ツジュウシチニチ……」とずっと日付を読んだ後、突然

「ハレ　クモリ　ライウ　ハレ……」というようになって
しまって、８月17日の天気はどうだということを後から
想像することはほとんどできません。もっと悪いのは、
雨の日のところには雨量を「５ミリ」とか書いてあるのだ
けれど、雨の日でなければ書いていないのでそこは読み
飛ばします。すると何月何日が何の天気でどういう雨量
かということは、耳で聞いただけでは再構築できない。
これは、一見きれいに整理されている表で情報を提供す
ることの盲点だと思います。
　僕はそれが電子政府の中でもすごく頻繁に起きている
ような気がしています。インターネット──オフライン
のサービスでもいいですが──でウェブサイトにアクセ
スしてくる利用者がどういう状況にあるかという想像力
が欠如したままに、一見きれいな情報提供が行われてい
る気がします。僕たちがそれを変えていこうとすると、
単純に技術的に、たとえば「表はこういうように並べる
と、音声読み上げソフトでもちゃんと聞こえますよ」と
いうやり方はもちろんできるけれど、それだけでは済ま
ないような根の深い問題があると思います。そのあたり
についてはどうでしょうか。

中村　　少し戻って、なぜウェブのアクセシビリティを
確保しなければならないのかということにかかわるの
ですが、今の社会は情報社会と言われています。いろい
ろな定義がありますが、私は「われわれの情報行動がか
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なり高度になり、かつ頻繁になった社会」ではないかと、
人間の側から考えています。ここで情報行動というのは、
大ざっぱに言えば、たとえば何かを調べたり、何かを人
に伝えたりという行動です。この行動そのものも増えて
いますし、この行動を実現する個々の要素の中で、情報
機器をさまざまに使う場面が増えてきています。そのう
ちの一つとして、インターネットの役割がきわめて大き
くなってきたというように認識しています。そうすると、
情報行動はあくまでも「行動」なので、考えるべきは行動
動線ということです。行動には、たとえば家を出て駅で
降りて買い物をして家に帰るという、一連の動きが必ず
あるはずです。情報を収集したり、人に伝えたりという
行動も、一連の動きの中にあるわけです。その一連の動
きと全く無関係な形で情報がぶつぶつと出されてきたり、
あるいはその行動をとっている主体者の好みや興味関心
と全く無関係に情報がぽつんと現れても、主体者は食い
つかないわけです。このことは、自治体の情報提供など
に顕著に見ることができます。電子政府の動きのなかで、
たとえば自治体からの情報提供にインターネットのウェ
ブを使ったり、ホームページで行政情報を提供するとい
うことが、最近当たり前のようにされています。しかし、
情報のデザインの観点で見てみると、いま言った情報
行動動線上に情報が置かれていないということがよくあ
ります。そうすると、今われわれが論じているアクセシ
ビリティ以前の問題として、その情報にアクセスしづら
かったり、アクセスできなかったり、アクセスしたくな
いということが起きてきます。どうも公共のウェブ、電
子政府の流れの中にある各種の情報サービスというのは、
根本的な情報のデザインの部分がうまくできていないこ
とが多いという気がしています。
　本題に戻しますと、ウェブのアクセシビリティを議論
するときに、そもそも電子政府で情報を提供したり、情
報機器を用いてサービスを提供する場合に、どういった
クラスタに対して何を提供したいのか、誰に何を提供し
たいのかをきちっと考えていく視点が必要です。そして
もう一つ、同じ情報を利用する人たちの中に、たとえば

視覚に障害があったり、キーボードを使えない人たちが
いる。そういう人たちをどうサポートしていくのかとい
う視点が必要です。それらのクロスで、情報がはじめて
アクセシブルになるのだろうと思います。そこの議論が
欠けているような気がしています。

■利用者にとって使えるサイトとは？

山田　　最近、庄司昌彦GLOCOM研究員が見つけたの
だけれど、日本の各市レベルのフロントページで小学校
教育という情報を得ようとしたときに、ある市では「教
育」という項目があって、別のある市では「暮らし」の項
をクリックすると「小学校教育」が出てくるというよう
に、どこをクリックすればそこにたどり着けるのかが、
１ページ目からマチマチです。これは中村さんの言われ
たことと関係すると思うのですが、利用者がどういう情
報を見たいと思っているのか。体育館の予約なのか、ゴ
ミ収集日なのか、住民登録のことなのか。その町ではど
ういう順にニーズが多いのかを全く分析しないで、とり
あえず情報は全部入っているけれど、階層がきちんと整
理されていないというのがあまりに多すぎる。そもそも
情報というのは、どうやって提供すれば相手に理解され
るのか、実はわれわれ自身、学問としての研究も不足し
ているような気がします。

関根　　おっしゃるとおりだと思います。現実にいくつ
かの自治体の情報政策担当者と、その問題について議論
をしています。市民がウェブにアクセスしてきた結果を
ページごとに統計を取っています。また、そのサイトを
見ているにもかかわらず、なお市民が電話をかけてくる
場合もありますので、そのようにして質問がきたという
結果をデータベースにとっておいて、何が問題だったの
かを検討しています。そのうえで自分たちの市役所や県
庁のウェブサイトをどのように再構築すれば、ユーザー
にとって使いやすいものにできるのかという努力を繰り
返しています。ですから、たとえば札幌市で作ったサイ
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トで、市民生活を５つのカテゴリーに分けるというのを
浜松市でもまねして、他のところがまたどこかで使って
というように、「お互いパクリ合いましょう」という運
動が起きているぐらい、市民にとって使いやすいウェブ
のあり方についてはみなさんすごく試行錯誤していらっ
しゃいます。秋田市のように、何回もユーザーの意見を
取り入れて、ユーザビリティを極限まで突き詰めたよう
なサイトもありますし、ユーザーからやってきた質問の
データベースを分析して、深く広いQ&A集を作ってし
まった札幌市のようなケースもあります。いろいろなと
ころで、さまざまな取り組みが行われてきています。そ
ういう意味では、より市民に近い市役所ぐらいのレベル
で、一番熱心にアクセシビリティ、ユーザビリティに取
り組もうとしているようです。県や国のレベルでもやっ
てはいるのですが、このようなユーザーにより良い情報
を渡したいという努力がなされているかというのは、あ
まり見えてきていないという気もします。
　WAIの原則に則った部分ももちろん必要ですし、ア
クセシビリティの高いサイトを作ろうとすると、どうし
てもユーザビリティも上げていかなければならない。私
は、ウェブの使いやすさに関しては、アクセシビリティ
とユーザビリティは車の両輪だと思っています。両方と
も向上させていく必要があると思います。

中村　　ユーザビリティとアクセシビリティ、どちらも
大事だということについては100%賛成ですが、市役所
のサイト、県庁のサイト、省庁のサイト、それぞれサイ
ト自体の役割が本来違います。ところがユーザビリティ
の議論であれ、アクセシビリティの議論であれ、出てく
る話にはそこの部分が欠落している。もともと市役所と
いう行政組織がもっている役割のなかで生まれ、市民と
の間でやりとりされる情報の質的、量的な問題と、県や
省庁のもっている情報やサービスの質的、量的な問題は、
日本の行政組織の役割がそれぞれ違いますから、どうし
ても異なってくる。その情報を利用する人たちの利用の
仕方も、自ずと異なってくる。そこまで含めてウェブの

デザインをしていかないと、ユーザビリティもアクセシ
ビリティも向上しない。ユーザビリティを向上させるこ
とはとても大事だけれど、そのサイトの性格をきっちり
把握し、相手が誰でどういう情報を扱っているのかとい
うことを見定めたうえで全体を構築しないと、ユーザビ
リティが上がっていかないと思います。
　統計情報の例をあげると、ある県の人口の年次変化を
表すような統計があったとします。よくやってしまうの
が、「わが町の20年間の人口の動き」みたいなグラフに
して出すわけです。もちろんそれはそれで意味があるの
ですが、この統計情報を「利用する」という観点にたつと、
たとえば学校の先生がそれを使って社会科の授業をしよ
うとなると、画像では話にならなくて、縦横の表のデー
タとしてもらったほうが使いやすい。ところが、市町村
のサイトに往々にして見られるのは、グラフだけが描い
てあって生のデータは載っていない。そうなると、先生
たちは20年分のデータを、自分で入力しなければなら
なくなるわけです。統計情報をデータとして使いたい人
もいれば、画像としてパッと見るだけで済ませたい人も
いるわけなので、その両方のクラスタを満足させるよう
な形で出すことが重要です。自治体のウェブでは、今ま
でどちらかというと、データとして欲しい人たちのこと
が忘れられがちです。広報紙的な情報として、「わが町
の〇〇」がグラフで表現される。グラフで表現されたそ
の情報を、ユーザブルにするのかアクセシブルにするの
かという議論になってしまう。そうではなくて、そのサ
イト自体が「使える」ものであるか否かというのは別の視
点が必要です。つまり、データとしても提供されている
し、画像としても提供されている。その二つをもってい
てはじめてそのサイトが、広報的な意味でも使えるし、
サイトの中のデータを使うという利用者にも使えるとい
うことになります。そして、それぞれにおいてユーザビ
リティがあり、アクセシビリティがある。質と量と、と
りも直さず相手がどういう情報を欲しているかという視
点が必要です。俗に「猫に小判」「釈迦に説法」と言います。
この言葉の如く、「情報の価値は受け手が決める」とい
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う原則に則らないと、ウェブのユーザビリティもアクセ
シビリティもない。

関根　　でも場合によっては、そこにグラフが載ってい
て、「このデータをエクセルでください」と言えば、す
ぐに出してくれるというほうが良かったりしませんか。

中村　　それは人によって違うでしょう。そういう人も
いれば、グラフなんて要らないから、まずデータで欲し
いという人もいるでしょう。後者の人から見れば、いっ
たんグラフが表示されるのは使い勝手（ユーザビリティ）
が低いということになります。

山田　　いい例なので付け加えたいのですが、グラフ
がGIFなどのフォーマットで載っているという公共団
体が結構あります。GIFの画像のところには、たとえば

「tokei1.gif」というようなファイルネームしか付いてい
ないので、視覚障害者がそれを聞いても「ティーオーケー
イーアイ……」というようにローマ字を読み上げるだけ
で、さっぱりわからない、というレベルがあります。と
ころがそこに、「わが市の人口の５年間の推移」という
ALTを付けたとすると、わが市の人口の５年間の推移
が載っていることはわかるけれど、いったい何人住ん
でいるのかはわからない。その次のレベルは、「わが
市は1999年には２万５千人だった人口が徐々に減少し、
2002年３月末には２万人になりました」というように、
非常に丁寧にALTを付ける。すると少し情報が増える。
でも、視覚障害者が耳で聞いていて、長々と図表の説明
の朗読が始まってしまうとイライラするだけかもしれま
せん。その人にとってどの情報が適切かはわからないわ
けです。ならば、そこに「数値が欲しければここを押し
てください」というボタンがあって、押せばエクセルや
CSLフォーマットでデータが流れてきて、後はどう加工
しようと利用者の問題だとしたほうがいいわけです。そ
ういう意味では、中村さんの言うとおりだと思います。
　今は情報提供にメディア変換──音声で読み上げるの

は一種のメディア変換ですが──を含めて、さまざまな
実現可能性が出てきているときで、またデータを１ビッ
ト保存するためにかかる単価は毎年どんどん下がってい
ます。山ほどストアしてもそれほど費用はかからないの
だから、それだったら大量に保存しておいて、一番その
人に合ったものが、すみやかに出てくるような細工をし
てあげればいいのではないかと、僕は思います。

関根　　グラフィクスの裏にエクセルが入っていれば
ちゃんと読めるので、それは必ず付けて欲しい。ただ、
それをどこまで作る側に要求するかについては、かなり
議論があるという気がします。全部が『情報通信白書』の
ように、エクセルとグラフィクスとをきれいに並べてく
れると助かるのだけれど。

■誰に合わせてウェブサイトをつくるのか？

中村　　ですから先ほど言ったように、「猫に小判」「釈
迦に説法」にならないウェブのデザインをすべきです。
行政のウェブの場合、往々にして何でも統一的なボトム
ライン、たとえば、かぎりなく存在しない平均的市民─
─私は「幻の一般市民」と言うのですが──に合わせよう
とするわけです。

関根　　ユニバーサルデザインの概念でいう "Mr. 
Average" でしょう。

中村　　そう。でも、そこには誰もいない。選挙でもそ
うですが、非常に関心の高い層と関心が低い層の二こぶ
ラクダになる分布というのは、世の中に非常に多く見ら
れます。情報に関してもこのような可能性が大きいので
す。x軸にある指標をとって、y軸に人数をとったとす
ると、正規分布にならなくて二つ山ができるというのが
一般的な傾向です。

山田　　インターネットを１日に15時間使う人と５分
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も使わない人が多くて、ちょうど間の７時間ぐらいに
はほとんど人がいない。

中村　　そうですね。それの算術平均をとると、乱暴に
言えば、まん中に最も多くの人が来ることになる。私
はそれを幻の平均値、幻の一般市民と呼ぶわけです。話
を市役所に限定すると、基礎自治体ですから、生活面
で市民に近いところで仕事をしているわけです。その市
役所のウェブであったとしても、そこで扱っている情報
は、生活に密着したまさにみんなに必要な情報と、一部
の、しかしながら地域の中で活発に情報行動をしている
人を主な利用者のクラスタとする情報とに分かれてきま
す。仮にその両方を満たしていくのがウェブであると規
定したとすると、その両方を同時に満たすものを一つの
ウェブとして作るのは、極論すればあり得ない。クラス
タが違うのだから出し方が違って当たり前で、情報の質
的、量的なものが違って当たり前です。好き嫌いではな
く、事実として見た場合の見方です。これが一つの視点
です。次に、たとえば統計情報をかなり専門的に利用す
る人の中に全盲の人もいれば、情緒障害の人もいるとい
うように考えて、今度はそっちの視点でデザインしてい
く。このときにアクセシビリティという観点がさらに重
要になってくる。

山田　　僕もそう思います。たとえば生物学というウェ
ブサイトがあって、ある人がそれを開くとすごい専門書
になっている。けれど小学校１年生が開くと、子どもで
も理解できるレベルになっている。それはコンテンツと
して作り替えるのではなくて、データは全部同じで、読
者が子どもならこう見せる、専門家ならこう見せる、英
語しかわからない人であればこう見せる、視覚障害者な
らこう見せる、というようにしたらいいのではないか。

関根　　それはもちろんです。XMLのトランスコー
ディングで、ユーザーのプリフェランスに合わせて、そ
の人にしか見えない形にウェブサイトをオンライン上で

作り直す。コンテンツは一つだけで、それをユーザーに
合わせて出していこうという研究があちこちでなされて
います。それが実現すれば可能ですが、今あらゆる情報
がそういうように人によって分かれない形で出されてい
る状態で、たとえばエクセルという言葉があったとき、
おじいちゃん、おばあちゃんがそれでわかるのか。入り
込んでしまうと戻れないというケースもたまにあります。
そのときに情報てんこ盛りすることがいいのかという議
論が、いま起きています。

中村　　逆にいうと、公的機関のウェブは、たとえば１
日５分しかアクセスしない、その町の人口の７割を占
める人だけが満足すればそれでいいのでしょうか。１日
100分以上アクセスする残りの３割の人が必要とする情
報は出さなくてもいいのでしょうか。

関根　　今のウェブサイト──企業のウェブサイトも
そうですが──は、どちらかと言うと、１日15時間使っ
ている人たち向けに情報てんこ盛りで出してしまってい
るために、残りの７割が「僕には見られない」といって逃
げている可能性があります。やはり、どちらかに合わせ
るという議論は有り得ないのかなという気がします。

中村　　どちらかに合わせるというのは？

関根　　視覚障害者向けにテキストバージョンを作るか
作らないかという議論、アクセシブルなホームページ
を作るのはたいへんなので、視覚障害者の人たちが耳で
聞くためのテキストで全部作り直しましたという議論に
近いような気がします。一つのウェブページで両方をカ
バーするのは、それほど不可能なことかなという気がす
るのですが。

中村　　情報の質ということで考えると、質が違います
から不可能でしょう。どうも話がねじれてしまいました
ね。情報の質や量をどうするのか、ということと、障害
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者や高齢者を中心としたアクセシビリティの話とは、繰
り返しますが視点が違います。おっしゃるようなテキス
トページを作るかどうかという議論は全く異質だと思う。
つまり、情報を利用する側の人間がどの感覚器に頼って
情報を得るかということと、その情報をどう利用したい
か、先ほどの例で言うとグラフなのかデータなのかとい
うのは、本質的に異なる話です。てんこ盛りにしている
ウェブサイトが多いという話でしたが、僕はそうではな
くて、公的機関のウェブサイトに限定して言うなら、逆
に１日５分しかアクセスしない、役所の人たちが考える
平均的市民に傾斜していて、地域やコミュニティの中で
情報をかなり頻繁に使う人たちは忘れられている。

関根　　そういうヘビーユーザーのために作ったほうが
いいということですか。

中村　　「ために」ではなく、「ためにも」です。

関根　　そのために残りの７割が「使いにくいからもう
いやだ」となってもいいと。

中村　　そのような短絡的なことは言っていません。情
報のデザインが下手なだけです。たとえば、それは入口
で分けてしまえばいい。

関根　　入口で分けるというのは、初心者向けとそうで
ない人に分ける……

中村　　初心者とは、そもそも違います。

山田　　利用者のニーズに合わせてページの様相を変え
るということができるようになるまでは、次のようにす
れば良いと思います。すなわち、利用者のクラスタに応
じて何種類かのページを作ることです。わかりやすい例
でいうと、総務省のページに行くと情報通信統計データ
ベースがあります。「情報通信統計データベース」を押

すと、日本中の通信トラフィック量の推移とか、ISPの
事業者数が年度ごとにどう増えているのかとか、あらゆ
る情報が載っているわけです。でもそのサイトには絶対、
専門家しか行かない。

関根　　それはぜひ準備しておくべきものです。ただ、
それを普通のサイトの中に一緒に入れるべきかという議
論をしているわけです。

中村　　普通のサイトというのは？

関根　　たとえば、市役所のトップページです。教育の
専門家が「小学校教育」について見るためのページを当然
準備しておいてもいいのですが、それをトップページに
置いておくというのはどうでしょう。

中村　　トップページに置くかどうかということではな
いです。利用者に合わせて、いろいろなクラスタがある
としたら、それがわかる形で明示的にしておけばいい。

関根　　今の状況で、現実にどうやってデザインするの
ですか。

中村　　たとえば、市役所で一つのトップページしかも
たない、ということがそもそもナンセンスなのではない
かと思います。

関根　　そうすると、現実にはいくつか分けるというこ
とになりますね。

中村　　市役所もそうですが、市町村という基礎自治体
は総合デパートのようなものです。ゴミの収集からはじ
まって、きわめて専門的なダイオキシンの飛散量のデー
タまで提供している。それを全部同じデパートの玄関か
ら入って、同じ形で提供するということがそもそもナン
センスです。
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関根　　「専門家コース」と「一般市民コース」に分ける？

中村　　一般市民という言葉は使いたくない。一般市民
というのはいないのだから。そのカテゴリーから言えば、
みんな生活者ですから一般です。二分律ではありません。
インターネットなのでどうも話が見えなくなる傾向にあ
りますが、たとえば図書館の中を見てみればいい。図書
館そのものにも総合図書館と専門図書館があり、さらに、
それぞれの図書館のなかにリファレンスや各スペース

（分類）があります。

関根　　実際には、今の市役所のウェブサイトでも使い
づらいという意見が圧倒的に多い。

中村　　それはそうです。

関根　　専門的なことが多いと、そこに入り込んでしま
うケースもたくさん出てくるかもしれない。

中村　　それは分けてしまえばいい。

関根　　どうやって分けるのですか。

中村　　たとえば、先ほどの統計データベースについて
言えば、「統計データベース」がはっきりしていればい
い。あるいは「さまざまな審議会資料」とか「報告書」の類、
そういうものは分けてもかまわないと思います。そうい
うものも全部ひっくるめて必ず同じ玄関から入るから、
いっぱいありすぎて中がわからない。

山田　　たとえば、「What's New?」があるでしょう。
そこに、「いつ何々審議会が開催されました」というの
を全部書き込んでしまうと、単にゴミの収集日を調べよ
うと思ってアクセスした人にとっては過剰な情報がいっ
ぱい出ていることになるわけです。たとえば隅っこのほ
うに「審議会」というのがあって、そこにアクセスすると

審議会のページが立ち上がって、そこから入っていける
ようにすればいいだけの話だと思います。

関根　　その「審議会」というところがわかりにくいから、
３割の人が困っているのではないですか。

山田　　最初に中村さんが言っていたことですが、どう
いうように利用者のニーズが並んでいて、したがって
どういうように情報を並べると一番利用しやすいかとい
うことに関しての解析が全くなされていない。少なくと
も明らかなのは、いま言ったような審議会の話や人口統
計、ダイオキシンの飛散に関する特別な地図といった非
常に専門的なものに関しては、クラスタをきちんと分け
て、専門的なものに関しては専門家のページに行けばあ
るというようにしておいて、そのことがトップページで
明示されていればいいと思う。それで十分で、わざわざ

「What's New?」のところに「ダイオキシンの飛散分布に
ついての地図が更新されました」みたいなことまで全部
書いてしまうと、くどくなってたまらない。

関根　　そうですね。ナビゲーションコントロールの作
り方ですか。

■「使いやすい」は人によって違う

山田　　実はそのあたり、学問としてほとんど構築され
ていないんです。

関根　　そうですか。ウェブユーザビリティの本だけで、
すでに何十冊も出版されています。

山田　　僕の理解している範囲では、経験則が載ってい
る本はいっぱいありますが、「人間の思考形態から考え
て、こういうような表現をするのが一番わかりやすい」
というようなところまで解析しているものはないように
思います。「ウェブページをこうすれば見やすいですよ」
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という本はたくさんありますが。たとえば携帯電話の、
非常に小さい画面の中のインターネットにアクセスする
ための目次のあり方と、普通のPC画面における情報の
並べ方は、明らかに質的に変えるべきだと思うのですが、
どういう大きさならどうするのが適切で、その理論的根
拠は何かという、そこまで行くとまだ研究の途上だと思
う。むしろ、そういう研究をすべきだと思います。

関根　　CHI（Computer-Human Interaction）の学会
でそういう論文がたくさん出ているし、サムスンやノキ
ア、エリクソンの中では、ずいぶん研究されていると思
います。

山田　　僕もそう思う。だけど、みんな定性的というか、
経験的……

関根　　そういう研究が、日本の電子自治体や電子政府
をすすめている方に届いているかというと、たぶん全く
届いていないという気もします。

山田　　それもありますが、また別の問題だと思います。

関根　　そういう学会に日本の自治体の方が来ているの
を見たことがありませんし、もともと日本の自治体では、
情報政策の担当の方は専門官ではないですね。みなさん、
法学部や経済学部出身の方が、たまたまITの部門に来
ているだけです。ですからIT技術について自治体はほ
とんど知らないと言ってもいい。

中村　　IT技術についてはそのとおりでしょう。

関根　　基本ノウハウもそうです。専門的な教育を受け
たことがなくて、ただ前任者から聞いてウェブサイトを
作っているという方が圧倒的に多い。

中村　　そこが欠けているのも事実だけれど、もう一つ

重要な要素が欠けています。コミュニケーションのこ
とをきちっとやっていない。ITを使うか使わないかと
いう以前の問題として、電子政府や自治体などの公的機
関が、どういう情報をどう出していくかというコミュニ
ケーション論の基本の部分です。古くは昭和30年代の
広報・公聴論に遡ります。多くの自治体がコミュニケー
ションのことをきちんと考えていないので、なかなか実
情に合わせた情報提供ができていない。

山田　　自治体だけでなく、企業を含めたありとあらゆ
るサイトでそうなのだけれど、最近トップページにアク
セスすると、やたらと長い動画が流れるページを多く見
かけます。僕は９割がたスキップします、役に立たない
ですから。でも、なぜそれがあんなに流行ってしまうのか。

関根　　そういうサイトが格好いいと思ってしまうから
でしょう。

山田　　そもそも情報を伝えるというのはどういうこと
なのかについての、根源的な理解がないからだと思いま
す。

関根　　同時に、ウェブサイト＝自治体、ウェブサイト
＝企業だという感覚が全然ない。それがわかっていない。

山田　　それを言っているわけです。

関根　　そこで私としてはやはり、おじいちゃん、おば
あちゃんのことを先に考えたい。わかりやすいサイトが
先にあって、専門家は後でもいいという気持ちがありま
す。

中村　　「わかりやすい」ということ自体がわかりにくい
概念です。さらに言うならば、おじいちゃん、おばあちゃ
んも、時代の流れのなかでどんどん変化しています。高
齢化にともなって、さまざまな社会活動において、専門
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家も舌を巻くような活動をしている高齢者もいます。元
専門家の「高齢者」もどんどん増えています。高齢者だか
ら初心者で簡単な内容の情報でいい、というような誤解、
あるいは、短絡的な発想で作られているものが多いとい
うことです。

関根　　ユーザビリティの議論にはまりすぎたような
（笑）。ユーザビリティの議論は、３日間やっても終わら
ないくらいで、「使いやすいとは何か」は人によって全
然違う。

中村　　それがすごく大事なことです。人によって違う
ということを反映しないということ自体が問題で、それ
を反映しましょうということです。人による違いは何か
というと、そもそもの情報の根源的な部分、情報の質や
量にかかわる部分で、それは別にウェブというITを使
おうが使うまいが関係ない。根源的に、どういう情報を
使いたい、使わせたいと思うかにかかってくる。そのう
えでウェブという技術を使ったときに、同じ情報を使う
人の中にも、その人が置かれている環境による多様性が
あるわけです。多様性がクロスしてくるのだけれど、そ
れを一緒にしたくない。それを一緒にしてしまうから、
ウェブのアクセシビリティの議論も混乱を来たしている
のではないかというのが、私の問題提起です。

■行政サービスの仕組み自体も再考すべき

山田　　もう一つ、ここでぜひ議論しておきたいのです
が、第２期のe-Japan戦略が進むと、今度は市民が情報
を入力するということが出てきます。たとえば、ある県
で来年の春から身体障害者手帳の電子受付を始めるとい
う記事が新聞に出ていました。そうなるとまた新たな問
題が起こってくると思いますが、それについて何か意見
はありますか。

関根　　これまでのウェブサイトでは G to C が中

心でした。Gは Government ですが、Cは Citizen、
Community、あるいはConsumer というケースもあ
ります。今おっしゃられたとおり、これからは C to G 
になります。先日の電子政府戦略会議のときにも話が出
たのですが、ヨーロッパでも G to C のエリアはほとん
ど終わっています。これからは市民の意見をどうやって
自治体なり省庁のウェブサイトの中で集めて、eコミュ
ニティをどう作っていくか、eコンセンサスをどう構築
していくかという C to G、そして C to C のところに 
e-Japan の第２段階がすすんで来ると思います。その場
合、第１段階で実現していた申請や税金の申告の方法な
どについて、ユーザーの側から行政のサイトに意見が出
されてくるものが増えてきますので、アクセシビリティ
は必須だと思います。今後、アクセシビリティのない自
治体のサイトというのは有り得ないと思います。

山田　　今、関根さんは二つのことを言っていたように
思います。税金の申告は市民全員がやることですね。そ
れに対して行政のあり方についての意見具申というのは
別のことだと思います。

関根　　少し言葉が足りなかったようです。税金の申告
などのような仕組みがまず実現し、その仕組みが使いや
すいか、使いにくいかということも含めて、今後はあら
ゆる行政施策に対して、市民は意見をネット上に出して
いくと思います

山田　　僕は後者については、今の状況では全然、本当
の意味で実現していないのではないかと思います。

関根　　eコンセンサスですか。

山田　　そうです。たとえば、中央省庁がパブリックコ
メントの募集をやって、しばらくするとその結果が出ま
す。いくつか見ましたが、直接的な利害関係者が意見を
言うだけです。たとえば「電波行政のあり方について意
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見募集」というと、放送局が「われわれはデジタル放送を
がんばっているので、これからもよろしく」とか、直接
利害関係のある、パブリックコメントを求めていること
を知っている人だけが意見を言っているような状況にあ
ります。

関根　　省庁のサイトではそうかもしれませんが、自治
体のサイトではそうではありません。三重県庁の「e-デ
モ会議室」のような形で動いているところもありまし、
私の知る範囲では、札幌市の「eトークさっぽろ」のよう
に、町をどうやって活性化させるかについて、市民のグ
ループが自治体やNPOと一緒になって話し合っている
サイトもあります。それは自治体のサイトにもよると思
います。

山田　　直接的に接触する自治体と、間接的にしか接触
しない中央官庁の違いかもしれません。いずれにせよ、
その前段階の住民登録や身体障害者手帳の交付申請、税
金の申告で、今の状況はものすごくアクセシブルではな
い。

中村　　その問題は、ある意味すごく単純化できると思
います。ウェブが単に情報を提供するメディアではなく、
サービスをやりとりするメディアになってきている。し
たがってそれを、やりとりができるように工夫する。つ
まりアクセシビリティを高めるということが、まず言え
ます。サービス提供にあたってやりとりする書類なり手
続きというのは、ある程度決まったものです。その決まっ
た手続きをメディア変換するということです。したがっ
て、それをメディア変換しやすい形で技術を使い、さっ
さとやればいいことになる。ウェブを使ってやるのなら、
これからはそういう機能を組み込むのは当然のことです
から。

山田　　さっきと似た話のような気がしています。たと
えば、ある申請をするのに、様式１から様式10までの

書類を出す必要があるとして、それぞれに住所氏名を書
かなければならない。たとえば、様式１で音声入力する
と、メディア変換されて様式１にきちんと住所氏名が入
るというのが、アクセシビリティの範囲だと思います。
ただ、これはユーザビリティの問題なのだけれど、誰
でも一度書いた同じ事を２度も３度も書きたくない。で
も、10枚の書類にそれぞれ書けというのは、役所で10
の課に回るからです。そもそも役所の仕事の仕方を変え
て、もっと書類を単純化して、最低限これだけの情報を
入れてもらえば、後はワンストップで──ワンストッ
プショッピングではないですが──役所の中で自分た
ちで処理しますというようにすべきだと思います。今は
そうなっていない。

中村　　当然、そうあるべきだと思います。それも含め
た意味でのサービスの、いわば事務処理化です。そうす
ると、死語に近いですが、たかがOA化です。その問題
と、先ほどから一部出ている意見集約をしたり、意見を
述べ合ったり、行政も市民も同じ平場に出てきて議論を
し、活動をしていくオンラインコミュニティであったり
というのはちょっと違う話なので、そこは分けましょう
ということです。

山田　　そうです。僕が先ほどしたのはやさしいほうの
話で、それは、メディア変換すればある程度サポートで
きます。あとは、役所の側が入力フォームなどを合理化
していって、いかに情報入力に無駄がないようにしてく
れるかという問題ですから、一種のユーザビリティの改
良で済むと思います。

■われわれが信頼できる「行政」なのか

中村　　これは始めると大変なので、できればここでは
避けたい議題ですが、市民の情報──例の国民総背番
号制の話です──を扱うときに、われわれ市民がどこ
までアクセプトできるようにするかという問題や、シス
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テムの中にどこまで組み込むかという問題が別の議論と
してあるので、それらを議論したうえで、ということに
なります。

山田　　そうですね。もう一方の、行政のあり方に関し
て意見提供し、あるいは市民が議論する第２段階、関根
さんの言う C to G については本当に難しい気がします。
現状ではパソコンという非常に使いにくいインタフェー
スを使えるごく一部の人の中で、なおかつ行政にひとこ
と言う気力のある人だけが意見具申をしているという気
がします。

関根　　行政の垣根が、どれくらい高いか低いかにもよ
るでしょうね。藤沢市の電子会議室を見ると、それこそ
ベビーカーを押しているおかあさんが、「ここに穴があ
いていてベビーカーが落っこちるんだけど…」というの
をカメラ付き携帯で撮って、そのまま市民会議室に載せ
るんです。すると近所の人が「どれどれ」と見に行って「そ
うだね。危ないね」と。すると翌日には担当者が見に行っ
て、補修のセッティングをしているという世界です。ど
れくらい距離が近いかにもよると思います。

中村　　僕は、技術的にはかなりのところまで来ている
と思います。逆に、技術的にかなりのところまできてい
るのに、まだ問題が山積みになっているのはなぜかと考
えると、いくつか整理できると思います。
　今、ITを使うことが是である、国是であるというムー
ドさえあります。そういうなかで、いくつかの自治体で
実際にあった話ですが、eメールで来たものには迅速に
対応したけれど、従来型のメディアである面談や電話で
来たものには処理が遅れたというケースがあります。公
的機関が公共サービス体である以上、そういうことが
あってはならないはずです。言ってみれば、たかがメ
ディアです。どのメディアをどう使うかということにつ
いての基本的なスタンスがしっかりしていれば、世の中
での認識が高まっていけばどんどん変わっていくもので

す。ところが、その大原則のところがまだしっかりして
いないものが多くて、やや皮肉を込めて言うと、IT尊
重、IT中心主義があり、なんとなくITが偉そうに見えて、
そこから来る意見も偉そうに見えるという風潮がなきに
しも非ずです。そちらのほうが僕は問題だと思います。

関根　　それも、自治体の状況によりますね。浜松市み
たいにワンストップサービスをしていて、ITで来たも
のも電話で来たものも、それから面談で来たものも、基
本的に同じタイミングでデータベースに入れて、庁内を
流れるルートに乗せて、同じタイミングでトラッキング
できるようにしているところもあります。広報・公聴と
ウェブサイトがきちんと連動して動いているとか、ウェ
ブサイトを行政の縦割りそのものではなく市民の側の目
線から作り直しているところはOKだと思います。

山田　　さっき中村さんが避けたいと言った個人情報の
プライバシーの問題にしても、実は重要ではないか。僕
は逆に、電子政府化によって解決できるところもあるの
ではないかと思います。というのは先日、ヨーロッパの
人が日本の市役所レベルでの、プライバシー保護への配
慮のなさについて批判した雑誌の記事を読んだのですが、

「日本の市役所には生活保護課があって、そこの受付窓
口に誰かが座っていると、その人は生活保護を申請しな
ければならない経済状況なのだということが誰にでもわ
かる。ドイツの場合はどんな申請に来てもまず個室で、
そこに入りさえすれば、受け付けた職員のほうが配慮し
て係りにつないでくれる。そうすれば生活保護の申請に
来たのか、莫大な遺産相続で相談に来たのか、ほかの誰
にもわからない」という内容でした。そういう点は、電
子申請で生活保護の申請ができるようになれば少しは解
決する。プライバシーを守れるということもある。そう
やってアクセスした情報が、データの形でそのままどこ
かにリークしていくという問題には配慮しなければなら
ないけれど、技術で解決できる要素が大きいと思う。批
判するだけではないと僕は思います。
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中村　　よく似た例ですが、ある企業の人が人事課との
間で配置転換希望のメールをやりとりして、ある日突然、
新規事業部に移ったというような話が現実に起きていま
す。企業の中には人事課に出入りしているだけで白い目
で見られたり、かんぐられたりするものもありますが、
それを全くしないで済む。そういう点で技術が、今まで
保護できなかったプライバシーを守ることに使われるの
はもっともだと思う。
　それらの利点を踏まえたうえで言うと、実は電子政府
に関連したプライバシーの問題というのはすごくシンプ
ルで、どのくらい国民と行政との信頼関係があるかだと
思います。それがきっちりあるスウェーデンのような国
だと、利便性のほうが勝つわけです。天秤のようなもの
で、片側に乗っている「信頼感」が今の日本にあるかどう
かということに尽きる。特に地方自治体に見られる「ヤ
クルトや保険のセールスが市役所の事務室の中にまで簡
単に入っていける」ような状況で、実感としてわれわれ
がどのくらい行政を信頼できるのかという感覚と、行政
が言っていることの間にまだまだ開きがあるような気が
しています。技術的には十分可能だと思いますし、その
限りで総務省の言っていることはかなりの部分うそでは
ないと思う。
　これは日本の文化の特質かもしれません。私はアメリ
カとオーストラリアの両方で運転免許を取ったのですが、
どちらの国でも実地試験で急ブレーキを踏ませます。と
ころが日本の場合──最近は変わったかもしれませんが
──急ブレーキは踏まないほうがいいということで、実
地試験で踏むと試験停止になる。踏まないのが理想だけ
れど、止まらなければならない状況もあるわけで、そこ
は文化の違いかなという気がします。そういうなかで、
プライバシーの問題についても、われわれがどう付き
合っていくのかということでしょう。

■世界の多様な文化をウェブ上で表現するために

山田　　最初に中村さんがおっしゃったように、WAI

等の技術基準をもとに、最低必要なアクセシビリティに
関する規格をJIS規格として作成中で、来年の春には出
来るということですが、実際に日本人も世界中のウェブ
にアクセスするし、外国人も日本のウェブにアクセスす
るし、日本語も中国語も、アラビア語も表示するし、さ
まざまな文化がウェブ上で表示されるわけです。ウェブ
のアクセシビリティと単純に言っても、WAIの先行的
な検討にはもちろん敬意を表しますが、まだ不十分だと
いう気がしています。そこの部分について、われわれも
世界に向かって情報発信をしていくべきではないかと思
うのですが。

関根　　どういう情報発信ですか。

山田　　たとえばWAIのガイドラインだけでは不十分
だということです。多様な文化をきちんと表示できるよ
うなウェブというのは、WAIのガイドラインだけでは、
完全にはできないのではないか。

中村　　ウェブが情報であったり、情報サービスであっ
たり、さまざまなサービスのプラットフォームになって
きている。そうすると単純に読めればいいということで
はなくて、その背景にあるいろいろな文化とか制度が浮
かび上がってきます。ウェブはそのようなことを考えな
ければならないメディアになってきている。ウェブの利
用が増え、読みやすいか読みにくいか、理解しやすいか
理解しにくいか、あるいは役に立つか立たないかで測り
はじめたときに、たとえば高齢者が縦書きと横書きのど
ちらを好むのかといった、日本語がもつ特質をどうウェ
ブに表現していくかを考慮することが必要になる。実
際にある技術もあれば、まだ欠けているものもある。そ
ういうことを踏まえて、各国や各地域がもっている特質
をうまくウェブ上に反映していけるようなものが盛り込
まれていかないと、左から右に流れる英語による文章作
法や表現作法、デザインコンセプトなどといったものが
ベースになってしまうかもしれない。そうすると文化や



23

次
世
代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
へ
の
視
点

23

市
民
の
目
線
か
ら
の
情
報
デ
ザ
イ
ン

言語によっては違和感がある。その違和感を解消してい
けるようなものを、どこかに「のりしろ」として入れてお
かないと、みんなが本当に納得して、喜んで使えるもの
にはならない。

山田　　具体的な話をすると、ある県庁所在地にある市
のホームページはトップページが縦書きで、しかも右
から書いてあります。ところがこれは単純なウェブ技術
では表現できないので、わざわざ１行ずつ縦書きの画像
データを作って、それをポストするという方法でウェブ
サイトが作られています。そうすると、アクセシビリティ
が非常に欠如してしまう。なぜそういうおかしなものを
作ったのかというと、多くの日本人にとって縦書きのほ
うが理解が容易だからで、そのこと自体は変でもなんで
もない。
　WAIではなくむしろW3Cの技術規格として、縦書き
の右からの表現をサポートするようなタグ設定の規格が
できていれば、それを救えるわけです。その技術規格が
出来上がったうえで、その規格をアプライしてウェブを
作ったときに、どのようにすればアクセシブルかという
基準をWAIで作ってくれれば、縦書き愛好者にも便利
になる。そういう意味で、単純に左上から横方向に読む
だけの英語圏に特有の文化体系のW3Cの技術基準であ
り、それに基づくWAIのアクセシビリティ基準だけで
は、すべてをカバーしていないという気がします。同じ
ように、アラビア語は右から左に読みますが、いったん
入力したアラビア語を画像に撮って貼り付けないとアラ
ビア語のサイトができないとすれば悲劇です。関根さん、
中村さん、それはどうしたらいいと思いますか。

関根　　WCAG（Web Content Accessibi l i ty 
Guidelines）のほうではなくて、オーサリングツールの
ガイドラインの中で、各国、各地域のガイダンスとして
もっていくように作るべきではないでしょうか。

中村　　いずれにしても、W3CやWAIは International 

Organization だと標榜してはいるけれど、現実的には「ア
メリカ」です。それに対して日本を考えたときに、アジ
ア地域で共通する問題もありますから、日本を含めたア
ジア地域から投げかけていくということをせざるを得な
い。そのためには人も出さなければならないでしょう。
今は日本からほとんどWAIに人が行っていないような
状態です。ボランタリーなものだけでは不十分なので、
もう少し人とお金を投入するような形を働きかけていか
なければならないという気がします。

関根　　私はWAIを無視すべきではないと思います。
JISからISOへという動きもありますが、W3Cの決定と
それほどずれるものは作り得ないので、中村先生がおっ
しゃったとおり、アジアの国を束ねて、「これからのマー
ケットがあり、これだけのポテンシャルユーザーもいる
のだから、ワールドワイドに作っていこうよ」という提
案を、W3Cに対してしつこくしていくのが日本の責務
だと思います。

中村　　無視するのではなく、視野を広げてもらうため
の協力です。ただ、その前に日本で、その分野の研究を
もう少しきっちりやっておく必要があるのではないか。
技術者の社会オンチというのがあまりにも激しいし、技
術、具体的に言えばHTMLやXMLの技術をどう使うか
という話ではなくて、どういう表現技法をとったとき
に日本語が読みやすくなるのかという部分が不十分では
ないでしょうか。今までもウェブのアクセシビリティや
ユーザビリティに関する本が何十冊もあるけれど、日本
語についてきちんと書いているものはほとんどない。そ
ういう意味での研究を蓄積していかなければならない
し、そのための研究資金も必要です。単純にXMLの技
術云々ではなく、技術の社会的な部分についての研究に
金をかけることも必要ではないかと思います。

関根　　まずはウェブのアクセシビリティが絶対必要な
のだということを、認識してもらうことでしょうね。つ
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い数カ月前にも、某企業に「お宅の会社のウェブはアク
セシブルではないので、World Wideのリンク集から外
してもいいか」という話が来たということがあって、こ
れはジャパンバッシングになるのではないかと思って聞
いていました。最低限、守るべきことはやりましょう。
そのうえで日本人にとってわかりやすいウェブとは何か
という議論を、日本の中でもっとしましょうと。先ほど
ウェブのユーザビリティ、アクセシビリティの本がたく
さん出ていると言いましたが、ほとんど海外ものの翻訳
です。やっと日本でも何冊か本が出はじめたというレベ
ルです。

山田　　ホームページとして各企業や各自治体が提供し
ているサイトについて、画像があればALTタグが付い
ている、リンクがあればリンクとわかる。そういう基本
的なアクセシビリティの確保が必要であるということに
は、僕も同意見です。JISの規格化がすすめば、JISは
公共団体にとっては強制規格的な性格を帯びていますの
で、確実に進展していくと思います。ただ、僕が今日こ
こで言いたかったこと、そもそも情報とはどう並べれば
利用者にとって利用しやすいのか、誰にそれを提供する
のか、そのとき一人ひとりのために手作業で作り変える
のか、それとも何かの仕組みで作り変えるのか、それか
らユーザビリティの話、役所の縦割り行政の仕組み自体
を変えるべきだとか、日本の縦書き文化やアジア圏の文
化がウェブの中でスムーズに実現するようにW3Cに直
接参加して呼びかけていってもいいというようなことは、
共通の認識ではないかと思います。次にすべきことは明
らかで、情報社会をすすめていくためには、ぜひともや
らなければいけないと思います。

中村　　情報のデザインという観点で考えると、ウェブ
技術を使ったさまざまな機器やサービスがこれだけ多様
化してきているのだから、一つでもって全部をまかなう
ことは不可能なのに、案外そう思いがちです。もっと情
報論の基礎、誰に何をどう伝えていくのか、そこをきちっ

と踏まえて情報をデザインしていくという当たり前の話
が、議論の出発点だろうと思います。

（2003年８月13日GLOCOMにて収録）


